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○第７章 市⺠参加・協働の推進 
条  文 

第 24 条 市民参加の推進 

市は、まちづくりへの市民参加を推進するため、制度の充実に努めるものとする。 

２ 市は、政策の立案、実施及び評価の各段階における市民参加を推進し、市民の意見が適切に反映

されるよう努めなければならない。 

３ 市は、市民参加において、性別、年齢、障がいの有無、経済状況、宗教、国籍等によって市民が不

当に不利益を受けないよう配慮するものとする。 

４ 市長等は、広く市民の意見を聴き、その意見を反映させるための仕組みづくりに努めなければな

らない。 

５ 市民参加に関し必要な事項は、別に条例で定める 

 

令和３年９⽉ 提言内容 
市民参加の手法の一つであるアンケート調査は、それまで関心がなく積極的ではなかった市民が

意見を出すこともあるので、その意見への対応が市民にも伝わるよう工夫していただくことを望み

ます。 

市へ意見を提出する意見公募（パブリックコメント）は、一般の市民にとってハードルが高いので、

分かりやすい資料を作成することが必要であり、提出された意見に対しても、分かりやすい言葉を使

って回答する等、多くの市民が参加しやすくなるよう工夫する必要があります。 

意見公募（パブリックコメント）や附属機関等の委員は、市政への関心や一定の知識や考えがない

と参加が難しいと考えられ、参加したことがある市民が少ないのは仕方ないところではあります。市

民アンケートや市民説明会など、身近なものから参加を促し、関心を持っていただくことにより、意

見公募（パブリックコメント）や附属機関等の委員への参加へ繋げていくよう地道な努力を続けてい

くことが必要です。 

附属機関等に関しては、市民公募の枠が確保され、会議の公開を認め、結果が公表されるまでに

成熟したことは評価することができます。今後においても、より広く意見を求めるよう委員公募にあ

たっては、選考基準をより明確で分かりやすいものにすることが必要であると考えます。また、多く

の市民が参加しやすいよう、オンラインでの参加も進めていただくことを望みます。 

毎年公表している市民参加実施状況は、さらに具体的な数字等を組み込むなど、当委員会での検

討で必要な情報となることを踏まえて取り組んでいくべきであると考えます。 

 

主な取組事例 
提言を踏まえた市の取組（R3～R5） 
・アンケート意見への対応 
 市民参加の取組を通じて得られた意見を踏まえて計画を策定  1-32  
・職員への意識啓発 
 意見公募（パブリックコメント）の際に分かりやすい概要版 1-3３ の作成や市民公募の選考基準
の明確化など、標準的な手法や手順を示す「市民参加手続き職員ガイドライン」を作成し、定期的に職
員向けに周知 
・市民参加の周知啓発 
 自治基本条例のパンフレット・リーフレットの配布、広報えべつを通じた周知啓発 
  参考資料２    参考資料３    1-34   1-35  
・市民参加実施状況調査の実施・公表 
 市民参加手続きの結果、どのように市政へ反映したのかがわかるよう、「市民参加による成果」欄

を追加  1-36  
・附属機関等のオンライン開催 
 一部の附属機関にてオンラインと対面のハイブリットで会議を開催 

 

その他の取組事例 

・附属機関等の設置（R４年度 市民公募委員数７２名、R５年度 市民公募委員数９６名） 

・意見公募（パブリックコメント）の実施（R４年度 ４件 １１人提出、R５年度 ２８件 ８８人提出） 

・市民説明会の開催（R４年度 ７回 １８１人参加、R５年度 ２回 ９４人参加） 
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・ワークショップの開催（R４年度 ７回 ３１２人参加、R５年度 ４回 １２３人参加） 

・アンケート調査の実施（R４年度 ７回 6,21８人回答、R５年度 １２回 ９,４７５人回答） 

・市民参加条例の制定、施行（H27～） 

・市民参加予定の公表（H25～） 

 

アンケート 市の自己評価 
問７ 自治基本条例に基づき、市政に対して市民が
主体的に参加する方法を定めた「江別市市民参加
条例」を知っていますか。  参考資料7-P3  
 
問８ 問７で１～３のいずれかを回答した方にお尋
ねします。「江別市市民参加条例」を何で知りました
か。（あてはまるものすべて）  参考資料 7-P3  
 
問９ 市民参加条例では、市民が市政に参加する市
民参加の方法として、以下のものを定めています。
（これまでに参加したことがあるものをすべて） 
 参考資料 7-P3  
 
問１０ 市民の意見を市政に反映させるには、
どのような方法が有効だと思いますか。 
（３つまで選んでください）  参考資料 7-P3  
 
問１１ 附属機関等の公募委員や意見公募（パ
ブリックコメント）の募集、市民説明会等の開催
など、市民参加を求める際には、広く市民へ周
知されていると思いますか。 参考資料 7-P４  
 
問１２ 市では、問１１の市民参加の情報を以下
の方法などによりお知らせしています。どこか
で目にしたことがありますか。（あてはまるもの
すべて） 参考資料 7-P４  
 
問１３ 江別市は、市民参加の機会が十分にあ
ると思いますか。 参考資料 7-P４  
 
問１４ 以下の市民参加は、アンケートや市民説
明会などに比べ参加者が少ない状況にありま
す。より多くの市民に参加してもらうためには、
何が必要だと思いますか。 参考資料 7-P５  
（１）附属機関等 
（２）意見公募（パブリックコメント） 
 
問１５ 条例第２４条「市民参加の推進」の条文につ
いて、ご意見があれば記入願います。 
 参考資料 7-P17  
 
 

アンケートについては、結果から得られた市民

の意見を踏まえて計画を策定していることを計

画内に示しました。 

職員が市民参加の手続きを適切に実践するこ

とができるよう標準的な手法や手順を示す「市民

参加手続き職員ガイドライン」を策定し、職員向け

に周知しました。 

市民参加実施状況は、市民参加による成果や反

映の程度を追記し、公表しました。 

その他、一部の附属機関等をオンラインで開催

したほか、多くの市民に身近なものとして関心を

持ってもらうためにパンフレット等を活用して周

知啓発するなど、提言の趣旨に沿った取組を行い

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

メモ 
 

 

 

 

 

 

 



 検討資料１ 

23 

 

○第７章 市⺠参加・協働の推進 
条  文 

第 25 条 市民協働の推進 

市民及び市は、協働のまちづくりを推進するための環境づくりに努めなければならない。 

２ 市は、市民のまちづくり活動における自主性及び自立性を尊重し、必要な制度の整備を行うもの

とする。 

３ 市は、市民が協働のまちづくりに参加しないことにより、不当に不利益を受けないよう配慮する

ものとする。 

４ 市民協働の推進に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

 

令和３年９⽉ 提言内容 
「協働」は、この条例による自治を支える重要な概念ですが、条例アンケートの結果からも、「協働」

という言葉が市民に十分理解されているとはいえません。実際には、地域のごみ拾いや花壇の手入

れ、夏祭りの手伝いなど、知らず知らずのうちに行っていることがあります。それが「市民協働」であ

ることを市民に理解してもらうために、協働の事例をあげて広めていくなどの工夫が必要であると

考えます。 

今後、デジタル化に向かって長期的に大きく変わっていくことから、オンラインを活用した市民協

働を進め、活動の活性化に取り組んでいくことを望みます。市内の大学には、専門知識や技術を持っ

た人材がたくさんいるので、大学の協力のもとデジタル化を進めることができると考えます。 

市民協働条例の制定については、協働の概念自体に対する市民の理解がいまだ不十分であること

から、引き続き、協働についての意識を高める取り組みや、まちづくり活動の充実を図る取り組みを

進めていくことが重要です。どのような制度が必要かということは色々な考え方があり、それらがま

とまらなければ条例化すべきではないと考えます。協働が市民に浸透し、十分に熟した段階で条例

化を考えていくべきであり、その際には、条例が制定されることにより、市民が行う活動に新たな縛

りが生まれることのないよう十分に注意する必要があります。 

 

主な取組事例 
提言を踏まえた市の取組（R3～R5） 
・「協働」の事例の市民周知 
 令和３年１２月号以降の広報えべつに毎号掲載している市民活動団体へのインタビューやまちづく

り活動を紹介する記事の掲載  1-37  

・「自治基本条例」の市民周知 

 【再掲】協働についての意識を高める取組として、令和３年１１月号の広報えべつにて巻頭特集「私

たちがえべつをつくる」の中で４ページにわたり、市民への周知を実施  1-34  

・オンラインを活用した市民協働 

 市民活動団体の活動をインターネット上で周知しているほか、ＺＯＯＭ講座を開催し、オンラインを

活用した活動をサポート  1-38  

・自治会へデジタル化の啓発 

 各自治会のデジタル化を支援するため、セミナーを開催  1-39  

・市内大学の協力のもとでのデジタル化 

 生涯健康プラットフォーム推進事業において、大学との協働による市民の健康情報のデジタル化 

1-４0  

 

その他の取組事例 

・自治会活動への支援 

 自治会活動・運営お役立ちマニュアル改訂（R3） 

 えべつ地域活動運営セミナー開催（H26～） 

・江別市と自治会や NPO、市民活動団体または企業等との協働事業 

 （協働事例 R3：168 件 R4：177 件 R5：173 件） 

・新しい取組を始める市民活動団体への補助（協働のまちづくり活動支援事業） 

 （実施事業件数 R3～R5 各２団体） 
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アンケート 市の自己評価 
問１６ 江別市は「協働」によるまちづくりが進んで
いると思いますか。  参考資料7-P６  
 
問１７ 「協働」についての意識啓発が、図られてい
ると思いますか。  参考資料7-P６  
 
問１８ これまでに、自治会や市民活動団体、ボラン
ティアなど、まちづくり活動に参加したことがあり
ますか。  参考資料7-P7，8  
 １）自治会  
２）市民活動  
３）ボランティア 

 
問１８ （１）3「過去に、参加したことがある」または
４「参加したことはない」と回答した方、現在、参加し
ていない理由を教えてください。（あてはまるもの
すべて）  参考資料7-P8  
 
問１９ まちづくり活動に参加するにあたって何が
必要だと思いますか。（３つまで選んでください） 
 参考資料7-P8  
 
問２０ 問１９の設問にある「２．活動する場所」とし
て次の施設を利用したことがありますか。 
 参考資料7-P9，10  
 １）公民館・住区会館 （自治会館） 
 ２）市民交流施設「ぷらっと」 
 ３）江別市社会福祉協議会 
 
問２１ 広報えべつで毎月、協働のまちづくり活動を
紹介していることを知っていますか。 
 参考資料7-P11  
 
問２２ 問２１で知っていると回答した方にお尋ねし
ます。活動紹介を読んで、協働の活動を身近に感じ
ることができましたか。  参考資料7-P11  
 
問２３ 条例第２５条「市民協働の推進」の条文につ
いて、ご意見があれば記入願います。 
 参考資料7-P20  
 
 
 
 

広報えべつで「協働」について特集記事を組ん

だほか、毎月、市民団体による協働の取組事例紹

介を掲載しました。 

デジタル化については、自治会や市民活動団体

向けにセミナーを開催したほか、大学との協働に

よる生涯健康プラットフォーム推進事業を行うな

ど、提言の趣旨に沿った取組を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

メモ 
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○第８章 住⺠投票 
条  文 

第 26 条 住民投票 

市は、市政に関する重要事項について、直接、住民（市内に住所を有する者（法人を除く。）をい

う。）の意思を確認するため、住民投票を行うことができる。 

２ 市は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 

３ 住民投票を実施しようとするときは、それぞれの事案に応じ、別に条例で定めるものとする。 

 

 

令和３年９⽉ 提言内容 
現在の解説書では、直接請求の種類を全て掲載しています。しかし、市民が知りたいのは直接請求

の種類ではなく、たとえば、住民投票を実施するときに「別に条例で定める」とはどういう場合が当

てはまるのか、どういう手続きにより進められるかということだと推察されます。このため、解説書

などに住民投票についての全体の流れや手続きを載せるなど、工夫していただきたいと考えます。 

 

 

主な取組事例 
提言を踏まえた市の取組（R3～R5） 
・解説書の改訂 
 住民投票が行われるまでの流れや手続きを図表で表記  1-41  

 

 

 

アンケート 市の自己評価 
 関連項目なし 住民投票が行われるまでの流れや手続きにつ

いて、図表を使用するなど解説書を改訂し、提言

の趣旨に沿った取組を行いました。 

 

 

 

 

 

メモ 
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○第９章 他の自治体等との連携及び協⼒ 
条  文 

第 27 条 他の自治体等との連携及び協力 

市は、共通するまちづくりの課題を解決するため、広く他の自治体及び関係機関と相互に連携

し、協力するよう努めるものとする。 

２ 市は、政策を実施するため必要があるときは、北海道及び国と連携を図りながら協力するととも

に、北海道及び国に対して適切な措置を講ずるよう提案するものとする。 

 

 

令和３年９⽉ 提言内容 
 なし 

 

 

 

 

主な取組事例 
その他の取組事例 

・姉妹都市グレシャム市及び友好都市土佐市との交流事業  1-42  

・高度先進地域医療の推進に関する協定（江別市、南幌町、当別町、新篠津村）   1-43  

・災害時における被災地への職員派遣及び物資の提供  1-44  

・生涯健康プラットフォーム推進事業での連携（前橋市） 

・さっぽろ連携中枢都市圏による事業連携 

・石狩地方開発促進期成会における要望・提案書の提出 

・道央圏連絡道路整備促進期成会における要望活動 

・地域医療連携（オンラインによる患者医療情報の提供） 

・学生地域定着自治体連携事業（ジモガク）の実施（H27～） 

・札幌市水道局との災害時相互応援、人材育成・組織力強化に関する取組についての連携協力 

 

 

 

アンケート 市の自己評価 
 関連項目なし  

メモ 
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○第１０章 市⺠自治によるまちづくりに関する施策等の評価 
条  文 

第 28 条 市民自治によるまちづくりに関する施策等の評価 

市は、市民自治によるまちづくりに関する施策又は制度がこの条例の趣旨に沿って整備され、又

は運用されているかについて評価し、必要な見直しを行うための仕組みを整備するよう努めなけ

ればならない。 

２ 市は、前項の規定による評価に当たっては、市民の意見が適切に反映されるよう努めなければな

らない。 

 

 

令和３年９⽉ 提言内容 
なし 

 

 

 

 

 

 

 

主な取組事例 
その他の取組事例 

・自治基本条例検討委員会の設置  1-45  

・【再掲】市民参加実施状況調査の実施・公表  1-36  

・第６次総合計画の進捗状況確認のアンケート 

・行政改革推進委員会による外部評価の実施 

 

 

 

アンケート 市の自己評価 
 関連項目なし  

メモ 
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○第１１章 条例の⾒直し 
条  文 

第 29 条 条例の見直し 

市は、この条例の施行の日から起算して４年を超えない期間ごとに、この条例の規定について検

討し、その結果に基づいて見直しを行うものとする。 

 

 

令和３年９⽉ 提言内容 
この条例は、４年を超えないごとに見直しをすることになっていますが、今回、検討委員会の提言

書を受けてからのタイムスケジュールをしっかり意識することが重要です。４年後の見直しに向けて、

適時適切に有識者や関係者から、まちづくりの将来展望や市民協働の進捗、アンケートに関する助言

などをもらいながら、次回の検討に必要な情報を集めて準備を進めていただきたいと考えます。 

 

 

主な取組事例 
提言を踏まえた市の取組（R3～R5） 
・提言を踏まえた取組計画 
 提言を踏まえ計画的に取組を進めるために取組内容と時期の大まかなスケジュールを作成 
  １-46  
・提言を踏まえた助言 
 令和２年度に設置した検討委員会の委員及び市民活動団体から、事前に助言をいただいたうえで、

会議の進め方やアンケート（案）の設問・内容を作成 

 

 

その他の取組事例 

・【再掲】自治基本条例検討委員会の設置  1-45  

 

 

 

アンケート 市の自己評価 
 関連項目なし 提言を踏まえた取組を計画的に進めるための

大まかなスケジュールを作成したほか、本検討委

員を委嘱する前に、令和２年度に設置した検討委

員及び市民活動団体から、会議の進め方やアンケ

ート（案）の設問・内容について助言をいただいた

うえで、本検討委員会を開催しており、提言の趣

旨に沿った取組を行いました。 

 

 

メモ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


